
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実施状況及び効果検証
単位：円

うち交付金充当額

1

価格高騰緊急支援給付金給

付事業（追加給付分）【物

価高騰対策給付金】

物価高が続く中で大きな影響を受けている低所得世帯（R5住民税均

等割非課税世帯）及び家計急変世帯（R5）への生活支援を行うた

め、1世帯あたり7万円の給付金を支給する。

R5.12 R6.7 256,297,688 252,155,000

【実施状況】

・給付金　243,460,000円 (3,478世帯分)

・事務事業委託料　11,506,110円

・郵送料等　383,200円

・システム改修費　420,200円

・その他経費　528,178円（消耗品費、広告料、人件費等）

【効果】

物価高騰により大きな影響を受けている低所得世帯(R5住民税均等割非課税世

帯)及び家計急変世帯(R5)に対し、1世帯あたり7万円の給付金を給付すること

で、該当世帯への生活支援を行うことができた。

2

価格高騰緊急支援給付金給

付事業（R5均等割のみ課

税給付分）【物価高騰対策

給付金】

物価高が続く中で大きな影響を受けている低所得世帯（R5住民税均

等割のみ課税世帯）への生活支援を行うため、1世帯あたり10万円

の給付金を支給する。

R6.3 R6.9 85,843,628 85,485,000

【実施状況】

・給付金　83,400,000円（834世帯分）

・事務事業委託料　834,000円

・郵送料等　139,061円

・システム改修費　420,200円

・その他経費　1,050,367円(消耗品費、広告料、人件費等)

【効果】

物価高騰により大きな影響を受けている低所得世帯（R5住民税均等割のみ課税

世帯）に対し、1世帯あたり10万円の給付金を給付することで、該当世帯への生

活支援を行うことができた。

3

価格高騰緊急支援給付金給

付事業（子ども加算分）

【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で大きな影響を受けている低所得世帯（R5住民税均

等割非課税世帯及びR5住民税均等割のみ課税世帯）への生活支援を

行うため、当該世帯のうち18歳以下の児童1人あたり5万円の給付

金を支給する。

R6.3 R6.9 25,238,559 25,238,000

【実施状況】

・給付金　24,500,000円（490人分）

・事務事業委託料　700,000円

・郵送料等　21,873円

・その他経費　16,686円(人件費等)

【効果】

物価高騰により大きな影響を受けている低所得世帯（R5住民税均等割非課税世

帯及びR5住民税均等割のみ課税世帯）のうち18歳以下の児童がいる世帯に対

し、児童1人あたり5万円の給付金を給付することで、該当世帯への生活支援を

行うことができた。
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1
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4
エネルギー価格高騰対策特

別支援事業

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に

家計への影響が大きい子育て世帯及び後期高齢者のみで構成されて

いる世帯への生活支援を行うため、1世帯あたり1万円の給付金を支

給する。

R5.12 R6.7 62,326,013 56,372,000

【実施状況】

・給付金　55,500,000円（5,550世帯分）

・事務事業委託料　4,854,547円

・郵送料等　1,378,032円

・その他経費　593,434円(消耗品費、手数料、人件費等)

【効果】

物価高騰により大きな影響を受けている子育て世帯及び後期高齢者のみで構成さ

れている世帯に対し、1世帯あたり1万円の給付金を給付することで、該当世帯

への生活支援を行うことができた。

429,705,888 419,250,000合　計
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